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平成27年は速報値

平成27年は速報値

　１　　世帯と人口に関するデータ
（１）　一般世帯数と一世帯あたり人員の推移

●昭和55年からの一般世帯数と一世帯あたり人員の推移を記した。
●全国、新潟県ともに世帯数は増加し、反対に一世帯あたりの人員数は減少している。
●全国、新潟県ともに昭和55年からの30年間で一世帯あたりの人員数が1人近く減少している。

資料：総務省統計局「国勢調査」

資料：総務省統計局「国勢調査」
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　平成27年は速報値

　平成27年は速報値

（２）　人口と人口増減率

●昭和55年からの人口と人口増減率の推移を記した。
●全国の人口は昭和55年以降増加傾向であったが、平成22年から平成27年にかけて減少している。新潟県は平成7
年以降、減少傾向である。

　資料：総務省統計局「国勢調査」

　資料：総務省統計局「国勢調査」
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（3）単身世帯等の推移

●昭和60年からの「単身世帯」、「高齢者単身世帯」及び「ひとり親と子どもの世帯」の世帯数と一般世帯に占める割合
を記した。
●一般世帯に占める割合について、「高齢者単身世帯」と「ひとり親と子どもの世帯」は全国と新潟県で大きな差はな
かったが、「単身世帯」については全国数値が新潟県を大きく上回っている。
●これまでの推移を踏まえると、今後も各世帯の割合は増加していくことが予想される。

資料：総務省統計局「国勢調査」

資料：総務省統計局「国勢調査」
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（3）単身世帯等の推移

●昭和60年からの「単身世帯」、「高齢者単身世帯」及び「ひとり親と子どもの世帯」の世帯数と一般世帯に占める割合
を記した。
●一般世帯に占める割合について、「高齢者単身世帯」と「ひとり親と子どもの世帯」は全国と新潟県で大きな差はな
かったが、「単身世帯」については全国数値が新潟県を大きく上回っている。
●これまでの推移を踏まえると、今後も各世帯の割合は増加していくことが予想される。
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　資料：総務省統計局「国勢調査」
　※高齢夫婦世帯とは、夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦のみの世帯

※高齢夫婦世帯とは、夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦のみの世帯

（５）高齢単身世帯等の推移

●昭和55年からの高齢単身世帯及び高齢夫婦世帯（以下、「高齢単身世帯等」という。）の推移と一般世帯に占める
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●全国、新潟県ともに高齢単身世帯等は増加の一途を辿っており、昭和55年からの30年間で一般世帯に占める高齢
者等世帯の割合は10％以上伸びている。
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（６）専業主婦世帯と共働き世帯の推移

●昭和55年からの全国における「専業主婦世帯」及び「共働き世帯」の推移を記した。
●昭和55年以降、夫婦共働き世帯は年々増加し、反対に専業主婦世帯は減少しており、平成9年を境にその数は逆
転し、その後も差が開き続けている。
●これまでの推移や昨今の経済状況等を踏まえると、今後もこの状況が続くことが予想される。

資料：内閣府「平成28年版　男女共同参画白書」
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２　　高齢者に関するデータ
（１）平均寿命の推移

●昭和40年からの平均寿命の推移と平成27年における世界各国の平均寿命を記した。
●各年における男女別平均寿命は全国と新潟県で大きな差はない。今後も延伸していくことが予想される。
●平成27年における日本の平均寿命は世界保健機関(WHO)加盟国194か国中、第一位である。

資料：厚生労働省「都道府県別生命表」
         平成24年以降の全国数値は厚生労働省「簡易生命表」、新潟県数値は「新潟県簡易生命表」
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        H28データは、H28.1.1時点の数値

        H28データは、H28.1.1時点の数値

（２）年齢区分別総人口と高齢化率の推移

●昭和60年からの年齢区分別総人口と高齢化率の推移を記した。
●全国、新潟県ともに生産年齢人口と年少人口が減少し、高齢者人口が増加している。今後もこの状況が続くことが
予想され、さらに高齢化率の上昇が見込まれる。
●各年代における新潟県の高齢化率は全国数値を常時約3～４％上回っている。

資料：S60～H22は総務省統計局「国勢調査」

　　    H25～は総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

資料：S60～H22は総務省統計局「国勢調査」

　　    H25～は総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」
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（３）要介護（要支援）認定者数の推移

●介護保険制度施行以降の要介護（要支援）認定者数の推移を記した。
●同制度施行以降、年々、認定者数は増加している。

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」
※平成18年4月より介護保険法改正に伴い、要介護度の区分が変更された。

※平成18年以降の「要支援」は「要支援1」と「要支援2」の合算。

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」
※平成18年4月より介護保険法改正に伴い、要介護度の区分が変更された。

※平成18年以降の「要支援」は「要支援1」と「要支援2」の合算。
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３　　配偶・出生に関するデータ
（１）未婚率の推移

●昭和60年からの男性(30～34歳)及び女性(25～29歳)の未婚率と生涯未婚率の推移を記した。
●各年における未婚率は全国と新潟県で大きな差はなかった。
●平成17年から平成22年にかけての未婚率は男性(30～34歳)、女性(25～29歳)ともに上昇幅は減少した一方、生涯
未婚率は上昇の一途を辿っており、男性で約2割、女性で約1割が結婚しない社会となってきている。
●男性生涯未婚率の伸び率は女性を大きく上回っている。

資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2010年版）」
※生涯未婚率は、45～49歳と50～54歳未婚率の平均値

資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2010年版）」

※生涯未婚率は、45～49歳と50～54歳未婚率の平均値
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資料：H15推計値の出所／厚生労働省老健局　高齢者介護研究会報告「2015年の高齢者介護」（H15.6）
　　　　H24推計値の出所／厚生労働省報道資料「認知症高齢者数について」（H24.8）
※新潟県数値は上記資料を基に新潟県福祉保健部高齢福祉保健課在宅福祉係にて推計

（５）認知症高齢者等の消費者被害相談件数の推移

（４）認知症高齢者数の推計

●平成15年及び平成24年に推計した全国の認知症高齢者数と新潟県の認知症高齢者数（認知症高齢者の日常生活
自立支援度Ⅱ以上）の推計値を記した。
●平成24年の推計値が平成15年の推計値を大きく上回っていることから、認知症高齢者が予想以上に早いペースで
増えていることがうかがえる。
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※H28.5.31現在において新潟県消費生活センターが取りまとめたデータを新潟県社会福祉協議会でグラフ化。
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３　　配偶・出生に関するデータ
（１）未婚率の推移

●昭和60年からの男性(30～34歳)及び女性(25～29歳)の未婚率と生涯未婚率の推移を記した。
●各年における未婚率は全国と新潟県で大きな差はなかった。
●平成17年から平成22年にかけての未婚率は男性(30～34歳)、女性(25～29歳)ともに上昇幅は減少した一方、生涯
未婚率は上昇の一途を辿っており、男性で約2割、女性で約1割が結婚しない社会となってきている。
●男性生涯未婚率の伸び率は女性を大きく上回っている。

資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2010年版）」
※生涯未婚率は、45～49歳と50～54歳未婚率の平均値

資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2010年版）」

※生涯未婚率は、45～49歳と50～54歳未婚率の平均値
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資料：H15推計値の出所／厚生労働省老健局　高齢者介護研究会報告「2015年の高齢者介護」（H15.6）
　　　　H24推計値の出所／厚生労働省報道資料「認知症高齢者数について」（H24.8）
※新潟県数値は上記資料を基に新潟県福祉保健部高齢福祉保健課在宅福祉係にて推計

（５）認知症高齢者等の消費者被害相談件数の推移

（４）認知症高齢者数の推計

●平成15年及び平成24年に推計した全国の認知症高齢者数と新潟県の認知症高齢者数（認知症高齢者の日常生活
自立支援度Ⅱ以上）の推計値を記した。
●平成24年の推計値が平成15年の推計値を大きく上回っていることから、認知症高齢者が予想以上に早いペースで
増えていることがうかがえる。
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※H28.5.31現在において新潟県消費生活センターが取りまとめたデータを新潟県社会福祉協議会でグラフ化。

17 18



資
料
：
新
潟
県

「
人

口
動

態
統

計
（
概

数
）
」

3,
84

1  1,
33

4 

39
8 

34
5 

43
4 

13
5 

78
 
19

1 
15

3 
21

1 
34

1 
16

1 
11

6 
20

5 

86
5 

15
9 

19
1 

14
2 

22
3 

12
2 

66
 

25
 

35
 

42
 

19
 

35
 

48
 

21
 

16
 

2 

4.
8 

4.
8  4.
0 

3.
9 

4.
4 

3.
7 

2.
8 

3.
4 

3.
7 

3.
3 

4.
2  3.
6 

3.
5 

3.
9 

4.
4  3.

6 

3.
3 

3.
8 

3.
8 

4.
0 

4.
7 

3.
0 

2.
8 

3.
5 4.
2 

4.
2 

4.
7 

4.
4  2.

7 

5.
4 

0.
0

1.
0

2.
0

3.
0

4.
0

5.
0

6.
0

0

50
0

1,
00

0

1,
50

0

2,
00

0

2,
50

0

3,
00

0

3,
50

0

4,
00

0

4,
50

0

新 潟 市

長 岡 市

三 条 市

柏 崎 市

新 発 田 市

小 千 谷 市

加 茂 市

十 日 町 市

見 附 市

村 上 市

燕 市
糸 魚 川 市

妙 高 市

五 泉 市

上 越 市

阿 賀 野 市

佐 渡 市

魚 沼 市

南 魚 沼 市

胎 内 市

聖 籠 町

弥 彦 村

田 上 町

阿 賀 町

出 雲 崎 町

湯 沢 町

津 南 町

刈 羽 村

関 川 村

粟 島 浦 村

市
町

村
に
お
け
る
婚

姻
件
数

（
平
成

26
年

）
と
婚

姻
率

（
平

成
27

年
）
状

況

婚
姻
件
数

（
平
成

26
年
）

婚
姻
率

（
平
成

27
年
／

人
口
千
対
）

（
％
）

（
件
）

※平成27年は概数

（２）婚姻件数と婚姻率の推移

●昭和60年からの婚姻件数と婚姻率の推移を記した。
●各年とも新潟県の婚姻率は全国数値を下回っている。
●婚姻件数、婚姻率ともに平成2年から平成7年にかけて大きく増加しているが、平成12年から平成17年にかけては
反対に減少している。

資料：新潟県「人口動態統計」

資料：厚生労働省「人口動態統計」
※平成27年は概数

735,850  722,138 

791,888  798,138 

714,265  700,214  660,613  643,749 
635,096 

6.1
5.9

6.4 6.4

5.7 5.5
5.3

5.1
5.1

0

1

2

3

4

5

6

7

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H25 H26 H27

全国の年次推移

婚姻件数

婚姻率（人口千対）

（件） （％）

13,558 

12,068 

13,056  12,858 

11,484  11,018 

9,965  9,954 
9,428 

5.5

4.9

5.3 5.2

4.7 4.7

4.3 4.3
4.1

0

1

2

3

4

5

6

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H25 H26 H27

新潟県の年次推移

婚姻件数

婚姻率（人口千対）

（％）（件）

19 20



資
料
：
新
潟
県

「
人

口
動

態
統

計
（
概

数
）
」

3,
84

1  1,
33

4 

39
8 

34
5 

43
4 

13
5 

78
 
19

1 
15

3 
21

1 
34

1 
16

1 
11

6 
20

5 

86
5 

15
9 

19
1 

14
2 

22
3 

12
2 

66
 

25
 

35
 

42
 

19
 

35
 

48
 

21
 

16
 

2 

4.
8 

4.
8  4.
0 

3.
9 

4.
4 

3.
7 

2.
8 

3.
4 

3.
7 

3.
3 

4.
2  3.
6 

3.
5 

3.
9 

4.
4  3.

6 

3.
3 

3.
8 

3.
8 

4.
0 

4.
7 

3.
0 

2.
8 

3.
5 4.
2 

4.
2 

4.
7 

4.
4  2.

7 

5.
4 

0.
0

1.
0

2.
0

3.
0

4.
0

5.
0

6.
0

0

50
0

1,
00

0

1,
50

0

2,
00

0

2,
50

0

3,
00

0

3,
50

0

4,
00

0

4,
50

0

新 潟 市

長 岡 市

三 条 市

柏 崎 市

新 発 田 市

小 千 谷 市

加 茂 市

十 日 町 市

見 附 市

村 上 市

燕 市
糸 魚 川 市

妙 高 市

五 泉 市

上 越 市

阿 賀 野 市

佐 渡 市

魚 沼 市

南 魚 沼 市

胎 内 市

聖 籠 町

弥 彦 村

田 上 町

阿 賀 町

出 雲 崎 町

湯 沢 町

津 南 町

刈 羽 村

関 川 村

粟 島 浦 村

市
町

村
に
お
け
る
婚

姻
件
数

（
平
成

26
年

）
と
婚

姻
率

（
平

成
27

年
）
状

況

婚
姻
件
数

（
平
成

26
年
）

婚
姻
率

（
平
成

27
年
／

人
口
千
対
）

（
％
）

（
件
）

※平成27年は概数

（２）婚姻件数と婚姻率の推移

●昭和60年からの婚姻件数と婚姻率の推移を記した。
●各年とも新潟県の婚姻率は全国数値を下回っている。
●婚姻件数、婚姻率ともに平成2年から平成7年にかけて大きく増加しているが、平成12年から平成17年にかけては
反対に減少している。

資料：新潟県「人口動態統計」

資料：厚生労働省「人口動態統計」
※平成27年は概数

735,850  722,138 

791,888  798,138 

714,265  700,214  660,613  643,749 
635,096 

6.1
5.9

6.4 6.4

5.7 5.5
5.3

5.1
5.1

0

1

2

3

4

5

6

7

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H25 H26 H27

全国の年次推移

婚姻件数

婚姻率（人口千対）

（件） （％）

13,558 

12,068 

13,056  12,858 

11,484  11,018 

9,965  9,954 
9,428 

5.5

4.9

5.3 5.2

4.7 4.7

4.3 4.3
4.1

0

1

2

3

4

5

6

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H25 H26 H27

新潟県の年次推移

婚姻件数

婚姻率（人口千対）

（％）（件）

19 20



資
料
：
新
潟
県
「
人

口
動

態
統

計
（
概

数
）
」

1,
20

7 

36
4 

11
5 

10
2 

13
0 

59
 

34
 

62
 

50
 

85
 

99
 

47
 

47
 

60
 

29
4 

77
 

74
 

44
 

76
 

33
 

28
 

10
 

13
 

21
 

4 
14

 
9 

8 
9 

0 

1.
49

 

1.
32

  1.
16

 1.
16

 1.
31

 

1.
60

  1.
20

 

1.
11

 1.
22

 1.
35

 

1.
23

  1.
04

 1.
40

 

1.
15

 

1.
49

 

1.
76

  1.
27

 1.
16

  1.
28

  1.
09

 2.
01

  1.
21

 

1.
06

 

1.
75

  0.
88

 1.
69

  0.
88

 1.
69

 

1.
51

 

0.
00

 

0.
00

0.
50

1.
00

1.
50

2.
00

2.
50

0

20
0

40
0

60
0

80
0

1,
00

0

1,
20

0

1,
40

0

新 潟 市

長 岡 市

三 条 市

柏 崎 市

新 発 田 市

小 千 谷 市

加 茂 市

十 日 町 市

見 附 市

村 上 市

燕 市
糸 魚 川 市

妙 高 市

五 泉 市

上 越 市

阿 賀 野 市

佐 渡 市

魚 沼 市

南 魚 沼 市

胎 内 市

聖 籠 町

弥 彦 村

田 上 町

阿 賀 町

出 雲 崎 町

湯 沢 町

津 南 町

刈 羽 村

関 川 村

粟 島 浦 村

市
町

村
に
お
け
る
離

婚
件
数

（
平
成

26
年

）
と
離

婚
率

（
平

成
27

年
）

離
婚
件
数

（
平
成

26
年
）

離
婚
率

（
平
成

27
年
／

人
口
千
対
）

（
％
）

（
件
）

※平成27年は概数

（３）離婚件数と離婚率の推移

●昭和60年からの離婚件数と離婚率の推移を記した。
●各年とも新潟県の離婚率は全国数値を下回っている。
●離婚件数・離婚率ともに平成7年から平成12年にかけて急増、その後は緩やかながら減少しているが、平成27年に
微増した。

資料：厚生労働省「人口動態統計」
※平成27年は概数
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※平成27年は概数

（３）離婚件数と離婚率の推移

●昭和60年からの離婚件数と離婚率の推移を記した。
●各年とも新潟県の離婚率は全国数値を下回っている。
●離婚件数・離婚率ともに平成7年から平成12年にかけて急増、その後は緩やかながら減少しているが、平成27年に
微増した。
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※平成27年は概数

（６）出生数と合計特殊出生率の推移

●昭和60年からの出生数と合計特殊出生率の推移を記した。
●全国、新潟県ともに昭和60年以降、合計特殊出生率は下がり続けていたが、平成17年以降は微増している。
●出生数は多少の増減はあるものの、全体的に減少傾向にある。

資料：新潟県「人口動態統計」

資料：厚生労働省「人口動態統計」

※平成27年は概数
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資料：厚生労働省「人口動態統計」、「出生に関する統計」

（４）平均初婚年齢の推移

●昭和60年からの平均初婚年齢の推移を記した。
●各年における男女別平均初婚年齢は全国と新潟県で大きな差はない。
●平均初婚年齢は上昇しており、男女ともに晩婚化が進んでいる。

資料：厚生労働省「人口動態統計」
※平成27年は概数  
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※平成27年は概数

（６）出生数と合計特殊出生率の推移

●昭和60年からの出生数と合計特殊出生率の推移を記した。
●全国、新潟県ともに昭和60年以降、合計特殊出生率は下がり続けていたが、平成17年以降は微増している。
●出生数は多少の増減はあるものの、全体的に減少傾向にある。

資料：新潟県「人口動態統計」

資料：厚生労働省「人口動態統計」

※平成27年は概数
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資料：厚生労働省「人口動態統計」、「出生に関する統計」

（４）平均初婚年齢の推移

●昭和60年からの平均初婚年齢の推移を記した。
●各年における男女別平均初婚年齢は全国と新潟県で大きな差はない。
●平均初婚年齢は上昇しており、男女ともに晩婚化が進んでいる。

資料：厚生労働省「人口動態統計」
※平成27年は概数  

（５）母親の平均出生時年齢の推移

●昭和60年からの全国における母親の平均出生時年齢の推移を記した。
●女性の晩婚化に伴い、第1子、第2子、第3子のそれぞれの出生時における母親の平均年齢も上昇している。

※平成2年、7年の新潟県男性統計は同数値  
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資料：全国数値は厚生労働省「報道資料」、新潟県数値は新潟県「報道資料」
※平成22年の全国数値は福島県を除いて集計した数値

（３）児童相談所における児童虐待相談件数の推移

●平成15年からの児童虐待相談件数の推移を記した。
●新潟県は平成23年に向けて全体として増加傾向であったが、平成24年から減少し、平成26年に再び増加している。
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４　　児童に関するデータ

資料：厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」

（１）保育所利用定員、利用児童数と保育所数の推移

●平成15年からの全国における「保育所利用定員」、「保育所利用児童数」及び「保育所数」の推移を記した。
●夫婦共働き世帯の増加等の要因による保育需要の増加に伴い、利用定員、利用児童数、保育所数ともに年々増加
している。

資料：厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」

（２）保育所待機児童数と保育所利用率の推移

●平成15年からの全国における「待機児童数」と「保育所利用率」の推移を記した。
●保育需要の増加に伴い保育所数は増加しているが、待機児童の全面的解消には至っていない。
●平成15年以降、待機児童数は平成19年に向かって減少していったが、その後、一転増加し平成23年から再び減少
している。
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資料：全国数値は厚生労働省「報道資料」、新潟県数値は新潟県「報道資料」
※平成22年の全国数値は福島県を除いて集計した数値

（３）児童相談所における児童虐待相談件数の推移

●平成15年からの児童虐待相談件数の推移を記した。
●新潟県は平成23年に向けて全体として増加傾向であったが、平成24年から減少し、平成26年に再び増加している。
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４　　児童に関するデータ

資料：厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」

（１）保育所利用定員、利用児童数と保育所数の推移

●平成15年からの全国における「保育所利用定員」、「保育所利用児童数」及び「保育所数」の推移を記した。
●夫婦共働き世帯の増加等の要因による保育需要の増加に伴い、利用定員、利用児童数、保育所数ともに年々増加
している。

資料：厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」

（２）保育所待機児童数と保育所利用率の推移

●平成15年からの全国における「待機児童数」と「保育所利用率」の推移を記した。
●保育需要の増加に伴い保育所数は増加しているが、待機児童の全面的解消には至っていない。
●平成15年以降、待機児童数は平成19年に向かって減少していったが、その後、一転増加し平成23年から再び減少
している。
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資料：新潟労働局「報道資料」

（２）障害者の就職件数の推移

●平成22年からの新潟県における「障害者の就職件数」の推移を記した。
●障害者の就職件数は年々増え続けている。

※その他の障害者とは、発達障害者、高次脳機能障害者、難治性疾患患者等である。
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就職率

（人） （％）

５　　障害者に関するデータ

（各年4月1日現在の人数。精神障害者については3月31日現在の人数）

出典：平成24年10月分までは、平成26年度福祉行政新任職員研修会資料（新潟県福祉保健部障害福祉課作成）
　　　　平成26年３月次データは、厚生労働省「障害福祉サービス等の利用状況について」より、種別毎に県社協で分類

※GHCH：グループホーム　ケアホーム

（１）障害者数と障害福祉サービス利用者数の推移

●平成18年からの新潟県における「障害者数」と「障害福祉サービス利用者数」の推移を記した。
●平成24年における障害者数について、身体障害者及び知的障害者は前年と比べて増加している一方、精神障害者
は減っている。
●障害福祉サービスを利用している人は年々増え続けている。

出典：平成28年度福祉行政新任職員研修会資料（新潟県福祉保健部障害福祉課作成）
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資料：新潟労働局「報道資料」

（２）障害者の就職件数の推移

●平成22年からの新潟県における「障害者の就職件数」の推移を記した。
●障害者の就職件数は年々増え続けている。

※その他の障害者とは、発達障害者、高次脳機能障害者、難治性疾患患者等である。
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就職率

（人） （％）

５　　障害者に関するデータ

（各年4月1日現在の人数。精神障害者については3月31日現在の人数）

出典：平成24年10月分までは、平成26年度福祉行政新任職員研修会資料（新潟県福祉保健部障害福祉課作成）
　　　　平成26年３月次データは、厚生労働省「障害福祉サービス等の利用状況について」より、種別毎に県社協で分類

※GHCH：グループホーム　ケアホーム

（１）障害者数と障害福祉サービス利用者数の推移

●平成18年からの新潟県における「障害者数」と「障害福祉サービス利用者数」の推移を記した。
●平成24年における障害者数について、身体障害者及び知的障害者は前年と比べて増加している一方、精神障害者
は減っている。
●障害福祉サービスを利用している人は年々増え続けている。

出典：平成28年度福祉行政新任職員研修会資料（新潟県福祉保健部障害福祉課作成）
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（３）被保護世帯数、被保護人員と保護率の推移

●昭和45年からの１か月平均の「被保護世帯数」、「被保護人員」及び「保護率」の推移を記した。
●保護率は昭和45年以降減少傾向にあったが、平成7年以降は増加に転じた。
●各年とも新潟県の保護率は全国数値を下回っている。

資料：厚生労働省「被保護者調査」（平成23年までは「福祉行政報告例」）

資料：新潟県福祉保健課

S45 S50 S55 S60 H1 H7 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

被保護世帯数 10,582 9,451 8,468 8,573 6,829 5,683 10,593 11,813 13,096 14,080 14,839 15,324 15,731

被保護実人員 23,003 18,185 15,892 15,587 11,460 7,930 14,403 16,005 17,824 19,203 20,129 20,731 21,092

保護率（人口千対） 9.7 7.6 6.5 6.3 4.6 3.2 6.0 6.7 7.5 8.1 8.6 8.9 9.1
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S45 S55 S60 H1 H7 H20 H22 H23 H24 H25 H26

全国被保護世帯数 658,277 746,997 780,507 654,915 601,925 1,148,766 1,410,049 1,498,375 1,558,510 1,591,846 1,612,340

全国被保護人員 1,344,306 1,426,984 1,431,117 1,099,520 882,229 1,592,620 1,952,063 2,067,244 2,135,708 2,161,612 2,165,895
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　６　　生活困窮・孤立等に関するデータ

●平成13年からの全国における年齢階級別完全失業率の推移を記した。
●15～34歳の若年層の完全失業率が他の年齢階級と比べてはるかに高い水準で推移している。
●一方、65歳以上の完全失業率は年齢階級の中で一番低い水準で推移している。

資料：総務省統計局「労働力調査」

（１）生活意識別にみた世帯数の構成割合と1世帯あたりの平均所得金額の推移

●平成４年からの全国における「生活意識別にみた世帯数の構成割合」と昭和61年からの「1世帯あたりの平均所得
金額」の推移を記した。
●平成22年の1世帯あたりの平均所得金額は、平成7年と比べると120万円以上減少している。
●また、生活意識別世帯数の構成割合では平成10年以降、「大変苦しい」と「やや苦しい」と回答した人の割合が5割
を超えている。

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」
※平成22年の1世帯あたりの平均所得金額は岩手県、宮城県、福島県を除いたものである。

（２）年齢階級別完全失業率の推移
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（３）被保護世帯数、被保護人員と保護率の推移

●昭和45年からの１か月平均の「被保護世帯数」、「被保護人員」及び「保護率」の推移を記した。
●保護率は昭和45年以降減少傾向にあったが、平成7年以降は増加に転じた。
●各年とも新潟県の保護率は全国数値を下回っている。

資料：厚生労働省「被保護者調査」（平成23年までは「福祉行政報告例」）

資料：新潟県福祉保健課

S45 S50 S55 S60 H1 H7 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

被保護世帯数 10,582 9,451 8,468 8,573 6,829 5,683 10,593 11,813 13,096 14,080 14,839 15,324 15,731

被保護実人員 23,003 18,185 15,892 15,587 11,460 7,930 14,403 16,005 17,824 19,203 20,129 20,731 21,092

保護率（人口千対） 9.7 7.6 6.5 6.3 4.6 3.2 6.0 6.7 7.5 8.1 8.6 8.9 9.1
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全国被保護世帯数 658,277 746,997 780,507 654,915 601,925 1,148,766 1,410,049 1,498,375 1,558,510 1,591,846 1,612,340

全国被保護人員 1,344,306 1,426,984 1,431,117 1,099,520 882,229 1,592,620 1,952,063 2,067,244 2,135,708 2,161,612 2,165,895

全国保護率(人口千対） 13.0 12.2 11.8 8.9 7.0 12.5 15.2 16.2 16.7 17.0 17.0
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　６　　生活困窮・孤立等に関するデータ

●平成13年からの全国における年齢階級別完全失業率の推移を記した。
●15～34歳の若年層の完全失業率が他の年齢階級と比べてはるかに高い水準で推移している。
●一方、65歳以上の完全失業率は年齢階級の中で一番低い水準で推移している。

資料：総務省統計局「労働力調査」

（１）生活意識別にみた世帯数の構成割合と1世帯あたりの平均所得金額の推移

●平成４年からの全国における「生活意識別にみた世帯数の構成割合」と昭和61年からの「1世帯あたりの平均所得
金額」の推移を記した。
●平成22年の1世帯あたりの平均所得金額は、平成7年と比べると120万円以上減少している。
●また、生活意識別世帯数の構成割合では平成10年以降、「大変苦しい」と「やや苦しい」と回答した人の割合が5割
を超えている。

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」
※平成22年の1世帯あたりの平均所得金額は岩手県、宮城県、福島県を除いたものである。

（２）年齢階級別完全失業率の推移
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出展：厚生労働省「人口動態統計」

（４）自殺者数と自殺率の推移

●平成元年からの「自殺者数」と「自殺率」の推移を記した。
●全国では平成10年以降、毎年3万人前後の自殺者がでているが、平成21年以降減少傾向にある。
●新潟県の自殺者も減少傾向にあるが、自殺率は全国と比べて高い水準にある。

出展：厚生労働省「人口動態統計」

H1 H5 H9 H10 H11 H13 H15 H18 H21 H24 H25 H26 H27

自殺者数（左目盛り） 21,125 20,516 23,494 31,755 31,413 29,375 32,109 29,921 30,707 26,433 26,038 24,398 23,121

自殺死亡率（右目盛り） 17.3 16.9 18.8 25.4 25.0 23.3 25.5 23.7 24.4 21.0 20.7 19.5 18.4
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H1 H5 H9 H10 H11 H13 H15 H18 H21 H24 H25 H26 H27
自殺者数（左目盛り） 677 659 668 857 836 843 833 738 711 616 605 542 503

自殺死亡率（右目盛り） 27.3 26.6 26.9 34.5 33.7 34.2 34.0 30.6 30.0 26.4 26.1 23.5 21.9
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出展：厚生労働省「人口動態統計」

（４）自殺者数と自殺率の推移

●平成元年からの「自殺者数」と「自殺率」の推移を記した。
●全国では平成10年以降、毎年3万人前後の自殺者がでているが、平成21年以降減少傾向にある。
●新潟県の自殺者も減少傾向にあるが、自殺率は全国と比べて高い水準にある。

出展：厚生労働省「人口動態統計」

H1 H5 H9 H10 H11 H13 H15 H18 H21 H24 H25 H26 H27

自殺者数（左目盛り） 21,125 20,516 23,494 31,755 31,413 29,375 32,109 29,921 30,707 26,433 26,038 24,398 23,121

自殺死亡率（右目盛り） 17.3 16.9 18.8 25.4 25.0 23.3 25.5 23.7 24.4 21.0 20.7 19.5 18.4
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H1 H5 H9 H10 H11 H13 H15 H18 H21 H24 H25 H26 H27
自殺者数（左目盛り） 677 659 668 857 836 843 833 738 711 616 605 542 503

自殺死亡率（右目盛り） 27.3 26.6 26.9 34.5 33.7 34.2 34.0 30.6 30.0 26.4 26.1 23.5 21.9
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資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」
※相対的貧困率はＯＥＣＤの作成基準に基づいて算出している。
※平成６年の数値は、兵庫県を除いたものである。
※大人とは18歳以上の者、子どもとは17歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が18歳以上65歳未満の世帯をいう。

（５）ホームレス数の推移

●平成15年からのホームレス数の推移を記した。
●全国、新潟県ともに減少している。新潟県は平成26年に増加へ転じたが、その後は減少している。

資料：厚生労働省「ホームレスの実態に関する全国調査（概数調査）」

（６）貧困率の推移

●子どもの貧困率はおおむね上昇傾向にある。子どもがいる現役世帯の貧困率のうち、大人が一人の世帯の貧困
率が50％以上と大人一人で子どもを養育している家庭が特に経済的に困窮している。
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８　　福祉人材の確保に関するデータ

資料：厚生労働省「2025年に向けた介護人材にかかる需給推計（確定値）」から抜粋

（１）2025年に向けた介護人材にかかる需給推計

資料：厚生労働省「2025年に向けた介護人材にかかる需給推計（確定値）」から抜粋

●2025年に向けた介護人材の需給推計を記した。
●推計値によると、2025年に全国では377,364人、新潟県では4,695人の介護職員が不足すると見込まれている。
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７　　社会への貢献意識等に関するデータ
（１）社会への貢献意識とボランティア活動に関する関心の有無

●全国における「社会への貢献意識」の推移と「ボランティア活動への参加意欲」を記した。
●平成28年の調査によれば約65％の人が社会のために役立ちたいと思っているという調査結果がでている。

　資料：内閣府「社会意識に関する世論調査」

　資料：内閣府「平成27年度　市民の社会貢献に関する実態調査」
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※PT・OT・ST等・・・PT（理学療法士）・OT（作業療法士）・ST（言語聴覚士）等の機能訓練指導員
※各グラフの割合表示の小数点以下は概数であるため、総計が100％にならない場合もある

※PT・OT・ST等・・・PT（理学療法士）・OT（作業療法士）・ST（言語聴覚士）等の機能訓練指導員
※各グラフの割合表示の小数点以下は概数であるため、総計が100％にならない場合もある

資料：公益財団法人介護労働安定センター「平成27年介護労働実態調査（介護サービスを実施する全国
9,005事業所、新潟県187事業所における状況）」

（３）従業員の過不足の状況

●介護サービスを実施する事業所（全国9,005事業所、新潟県187事業所）に対し、従業員の過不足を調査
した。
●全体で不足感（大いに不足＋不足＋やや不足）が全国で61.3％、新潟県は64.8％である。

資料：公益財団法人介護労働安定センター「平成27年介護労働実態調査（介護サービスを実施する全国
9,005事業所、新潟県187事業所における状況）」
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資料：新潟労働局職業安定課「福祉関連職業の求人・求職状況」の数値をグラフ化

資料：厚生労働省「職業安定統計」（社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会（H26.10.27）「介
護分野における人材確保の状況と労働市場の動向」の数値をグラフ化）

（２）全業種と介護分野の有効求人倍率

●全業種と介護分野の有効求人倍率の推移を記した。
●全国及び新潟県の介護分野の有効求人倍率は、全業種より高い水準で推移している。

1.48

1.31 

1.58
1.74

1.82

0.47 0.52 

0.65

0.8 0.93

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

2

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

全国の推移

介護分野 全業種

0.79
0.97

1.05
1.21

1.51

1.98
2.11

0.41
0.53

0.64
0.77

0.93 1.07
1.11

0

0.5

1

1.5

2

2.5

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

新潟県の推移

介護分野 全業種

（倍）

（倍）

37 38



※PT・OT・ST等・・・PT（理学療法士）・OT（作業療法士）・ST（言語聴覚士）等の機能訓練指導員
※各グラフの割合表示の小数点以下は概数であるため、総計が100％にならない場合もある

※PT・OT・ST等・・・PT（理学療法士）・OT（作業療法士）・ST（言語聴覚士）等の機能訓練指導員
※各グラフの割合表示の小数点以下は概数であるため、総計が100％にならない場合もある

資料：公益財団法人介護労働安定センター「平成27年介護労働実態調査（介護サービスを実施する全国
9,005事業所、新潟県187事業所における状況）」

（３）従業員の過不足の状況

●介護サービスを実施する事業所（全国9,005事業所、新潟県187事業所）に対し、従業員の過不足を調査
した。
●全体で不足感（大いに不足＋不足＋やや不足）が全国で61.3％、新潟県は64.8％である。

資料：公益財団法人介護労働安定センター「平成27年介護労働実態調査（介護サービスを実施する全国
9,005事業所、新潟県187事業所における状況）」
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資料：新潟労働局職業安定課「福祉関連職業の求人・求職状況」の数値をグラフ化

資料：厚生労働省「職業安定統計」（社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会（H26.10.27）「介
護分野における人材確保の状況と労働市場の動向」の数値をグラフ化）

（２）全業種と介護分野の有効求人倍率

●全業種と介護分野の有効求人倍率の推移を記した。
●全国及び新潟県の介護分野の有効求人倍率は、全業種より高い水準で推移している。
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資料：公益財団法人　社会福祉振興・試験センター
※平成元年は社会福祉士と介護福祉士のみ（精神保健福祉士は平成11年から登録開始）

資料：公益財団法人　社会福祉振興・試験センター

（５）社会福祉関係国家資格登録者数の推移
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資料：公益財団法人介護労働安定センター「平成27年介護労働実態調査」

資料：公益財団法人介護労働安定センター「平成27年介護労働実態調査」

（４）従業員の不足及び採用困難の理由

●前頁の「不足している（大いに不足＋不足＋やや不足）」と回答した事業所（全国4,100事業所、新潟県96
事業所）に対し、不足している理由を調査した。
●不足している理由の第１位は、「採用が困難である」で、全国で70.8％、新潟県で78.1％である。

●上記の「採用が困難である」と回答した事業所（全国2,903事業所、新潟県75事業所）に対し、採用が困難
である原因を調査した。
●採用が困難である原因の第１位は、「賃金が低い」で、全国で57.4％、新潟県で57.3％である。
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資料：公益財団法人　社会福祉振興・試験センター
※平成元年は社会福祉士と介護福祉士のみ（精神保健福祉士は平成11年から登録開始）

資料：公益財団法人　社会福祉振興・試験センター

（５）社会福祉関係国家資格登録者数の推移
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資料：公益財団法人介護労働安定センター「平成27年介護労働実態調査」

資料：公益財団法人介護労働安定センター「平成27年介護労働実態調査」

（４）従業員の不足及び採用困難の理由

●前頁の「不足している（大いに不足＋不足＋やや不足）」と回答した事業所（全国4,100事業所、新潟県96
事業所）に対し、不足している理由を調査した。
●不足している理由の第１位は、「採用が困難である」で、全国で70.8％、新潟県で78.1％である。

●上記の「採用が困難である」と回答した事業所（全国2,903事業所、新潟県75事業所）に対し、採用が困難
である原因を調査した。
●採用が困難である原因の第１位は、「賃金が低い」で、全国で57.4％、新潟県で57.3％である。
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指 標 で み る 　 新 潟 県 の 姿
人口について

◆年齢を3つの区分に分けると

◆平均寿命は ◆健康寿命は

全国には1億2,711万0,047人もいます
230万5,098人新潟県の人口は

みんなで

平成27年10月1日国勢調査（速報値）

26年簡易生命表
平成22年厚労省科研費
補助研究報告による

平成27年調査/全国：人口推計月報、新潟県：新潟県推計人口

年少：０～14歳

12.1％
（全国は12.7％）

こども
生産年齢：15～64歳

57.9％
（全国は60.6％）

働き盛り
老年：65歳以上

30.0％
（全国は26.7％）

人生の先輩

111万5,576人
118万9,522人です　　

男は

女は

男は

女は

マイナス5.2人
（全国平均はマイナス２.3）
◇最も人口が増えたのは沖縄県で３.9
◇最も減っているのは秋田県でマイナス８.８

平成27年調査/新潟県100の指標（平成28年度版）

人口の自然増減率は
（人口１,０００人当たり）

80.37歳 （全国平均は80.50歳） 69.91歳 （全国平均は70.42歳）しかし

87.19歳 （全国平均は86.83歳） 73.77歳 （全国平均は73.62歳）しかし
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指 標 で み る 　 新 潟 県 の 姿
福祉について

◆生活保護率は（人口1,000人当たり）

9.1‰ 
（全国は17.0‰）

※‰（パーミル）
　千分率

◆生活保護被保護高齢者数は（月平均：65歳以上人口1,000人当たり）

12.1人 
（全国は28.0人）

平成26年調査/新潟県100の指標（平成28年度版）

平成26年調査/新潟県100の指標（平成28年度版）

◆介護サービスを受けている人は

◆障害者雇用率は

1.85％ 
（全国は1.88％）
◆法定雇用率は

54.4％ 
（全国は47.2％）

11万6,962人
 （全国は523万5,867人）

平成27年6月調査/新潟県100の指標（平成28年度版）

平成27年9月サービス分/新潟県100の指標（平成28年度版）

平成27年6月調査/新潟県100の指標（平成28年度版）

全国で

34番目

◆高齢化率は

30.0％ 
（全国は26.7%）

平成27年調査/新潟県推計人口

全国で

34番目

全国平均
より高い

全国で

41番目

全国で

13番目

◆児童福祉施設の数は（人口10万人当たり）

33.9 ヵ所 
（全国は23.3ヵ所）

平成26年10月調査/新潟県100の指標（平成28年度版）

全国で

15番目

◆社会福祉施設の数は（人口10万人当たり）

112.7 ヵ所 
（全国は86.8ヵ所）

平成26年10月調査/新潟県100の指標（平成28年度版）

全国で

22番目

全国で

34番目

全国で

24番目
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ボランティア行事用保険（傷害保険、国内旅行傷害保険特約付傷害保険、賠償責任保険）

地域福祉活動やボランティア活動の一環として行われる各種行事におけるケガや賠償責任を補償！

送迎サービス補償（傷害保険）

送迎・移送サービス中の自動車事故など
によるケガを補償！
●送迎・移送サービス利用者を特定したＡプラン
●送迎・移送サービスのための自動車を特定したＢプラン

●行事参加者（主催者〔個人〕を含みます。）全員のケガを補償（往復途上も含みます。）　●行事主催者の損害賠償責任も補償

福祉サービス総合補償
（傷害保険、賠償責任保険、約定履行費用保険（オプション））

ヘルパー・ケアマネジャーなどの活動中の
ケガや賠償責任を補償！
●在宅福祉サービス
（公的介護保険対象外
サービスを含みます。）

●地域福祉サービス

●障害福祉サービス
●児童福祉サービス
●障害者地域生活支援事業　
●介護保険サービス　　　　 など

対象となるボランティア活動対象となるボランティア活動

保険金をお支払いする主な場合保険金をお支払いする主な場合

補償金額（保険金額）・年間保険料（１名あたり）補償金額（保険金額）・年間保険料（１名あたり）
◆グループの会則に則り企画、立案された活動であること
　（グループが社会福祉協議会に登録されていることが必要です。）

◆社会福祉協議会に届け出た活動であること
◆社会福祉協議会に委嘱された活動であること
※活動のための学習会または会議などを含みます。
※自宅などとボランティア活動を行う場所との通常の経路による
　往復途上を含みます。（自宅以外から出発する場合は、その場所
　と活動場所への往復途上となります。）

● 清掃ボランティア活動中、転んでケガをして通院
　した。（ケガの補償）
● 活動に向かう途中、交通事故にあって亡くなられ
　た。（ケガの補償）
● 活動中、食べた弁当でボランティア自身が食中毒に
　なって入院した。（ケガの補償）
● 家事援助ボランティア活動で清掃中、誤って
　花びんを落としてこわした。（賠償責任の補償）
●自転車でボランティア活動に向かう途中、誤って
　他人にケガをさせた。（賠償責任の補償）

ケガの
補償

賠償責任
の補償

年間保険料

死亡保険金

Ａプラン Ｂプラン

1,200万円 1,800万円

1,200万円
（限度額）

1,800万円
（限度額）

6,500円

300円 450円

430円 650円

10,000円

65,000円 100,000円

32,500円 50,000円

4,000円 6,000円

5億円
（限度額）

300万円
（限度額）

後遺障害保険金

入院保険金日額

通院保険金日額

特定感染症の補償 上記後遺障害、入院、通院の
各補償金額（保険金額）に同じ

賠償責任保険金
（対人・対物共通）

葬祭費用保険金
（特定感染症）

基本タイプ

天災タイプ（※）
（基本タイプ＋地震・噴火・津波）   

入院中の手術

外来の手術
手術
保険金

（※）天災タイプでは、天災（地震、噴火または津波）に起因する被保険者
　　自身のケガを補償します（天災危険担保特約条項）が、賠償責任の
　　補償については、天災に起因する場合は対象になりません。

●この保険は、全国社会福祉協議会が損害保険会社と一括して締結する団体契約です。

http://www.fukushihoken.co.jp
ふくしの保険 検索

平成28年度

●お申込み、パンフレット・詳しい内容のお問い合わせは、あなたの地域の社会福祉協議会へ●

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者

〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　ＦＡＸ：０３（３５８１）４７６３
営業時間：平日の 9:30～17:30（12/29～1/3 を除きます。）

取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
損害保険ジャパン日本興亜株式会社 医療・福祉開発部 第三課
ＴＥＬ：０３（３５９３）６８２４
受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、12/31～1/3を除きます。）

〈引受幹事
保険会社〉
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